


































































第 I部 法と道徳 
第 I部「法と道徳」は、カント哲学における法と道徳の関係を解明することを目的として
いる。第 I部は以下の四つの章から構成される。まず、第 1章・第 2章では、法と道徳の関
係を検討するための予備的な研究として、先行研究の検討と問題点の整理を行い、法哲学と
対置される道徳哲学がどのようなものかを示す。カント哲学における法と道徳の関係につ























































二の問いは第 3章で、第三の問いは第 4章で検討する）。 
 




















以上の予備的な考察にもとづき、第 3 章と第 4 章では、カントにおける法哲学の位置づ
けが、そして、法と道徳との関係がどのようなものであるかを検討する。 
 


























































































































第 II部 自由にもとづく法のアプリオリな体系 

















































第 6章 公法 
第 6章「公法」は、カントの公法論の体系的構想がどのようなものであるかを明らかにす
ることを目的にする。カントの私法論は、個人がもつことのできる一連の取得的権利、すな
わち物権と債権、物権的債権を扱う。それに対し、公法論は、それらの権利を保証する公法
を、考察の対象とする。カントは公法を、国家法、国際法、世界市民法という三つのカテゴ
リーに区分した。国家法と国際法、世界市民法はすべて共通して、権利の保証という課題を
負っている。このような公法を分析するため、本論文は、まずカント公法論が社会契約論と
して構想されることの意義を探求し、そのうえで、先の三つの公法をそれぞれ考察する。 
権利が保証されるためには、人々は自然状態を脱却し、市民状態に入らなければならない。
これは、通常の社会契約論にみられる発想である。だが、カントにおいて、市民状態で権利
が「保証」されるという言葉が意味するのは、国家が自らの力を頼りに各人の権利が侵害さ
れない環境を実現する、ということではない。各人の権利は、権利の正当性を万人が一致し
て承認しうることによって、保証される。その全員一致の承認を可能にする状況が、市民状
態であり、人々は市民状態へ移行する義務をたがいに負うのである。この市民状態は「すべ
ての人の統合された意志」が支配する状態である。カントにおいて、現実の支配が一方的・
特殊的な意志によってなされないことが制度上保証されている状態が、市民状態（法的状態）
である。そして、市民状態を現実にするための共同体、すなわち「公共体」を創設するため
の法が、公法なのである。 
社会契約論においては通常、市民状態は国家と同一視される。だが、カントにとって、法
的状態（市民状態）への移行は、国家への加入と同等視されるものではなく、むしろ、国家
が国際法や世界市民法の規範のもとに服することがなくては、この移行は果たせない。公法
が一つではなく三つのカテゴリーからなることからは、公共体たる国家がつねに複数のも
のとして存在しうることを、カントが「公法論」を執筆するときに想定していたことが伺わ
れる。国家の支配が正当化されるためには、単に成員や他国に自らの決定を貫徹させるため
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の力をもつだけでなく、その内的構制においても、外部との関係においても普遍妥当的なル
ールに従わなければならないのである。 
この三つのうち、国家法は、国家体制のあり方についての規範である。1790 年代を通じ
てカントは、共和制と独裁制の区別や、三権分立といった制度論に、哲学的な論拠を与える
ことを試みつづけた。その最終段階に位置づけられる『人倫の形而上学』ですら、カントの
最終的な結論とみなすことはできないとはいえ、国家の決定（立法・行政・司法のどの面で
も）が特殊的・個別的人格の選択意志に依存しないようにするための手続きを規定すること
を、カントは法哲学体系における国家法の役割と考えている。 
国際法と世界市民法は、戦争と植民活動という、18 世紀当時の国際情勢下の問題に対処
するため、カントが提示した規範とみなすことができる。カント以前において、国際法は、
諸国家が戦争を始めるあるいは遂行するのを正当化するために引き合いに出される法であ
った。それに対し、カントは、国際法を、国家間の紛争を戦争ではなく討議（訴訟）によっ
て解決するための法であり、そのための国際的政治制度――国家連合――を設立する義務
があることを示す規範ととらえている。また、世界市民法も、他国の人々との交流を試みる
権利がすべての人にあることを示し、国家と外国人や、国家と国家外の集団との関係もまた、
法のもとにおかれなければならないことを示している。 
 
第 5章でみるように、法は、所有権や債権など、その個別領域においてはさまざまな形態
をとりうるが、一貫して、私と他の人の関係のアプリオリな形式（普遍的な諸法則に従う自
由の両立）のみを扱っている。また、第 6章の考察によれば、立法の主体が、特定の個人や
集団ではない「すべての人の統合された意志」でなければ、各人の自由は侵害されることに
なる。このように考えるなら、私法と公法はそれぞれ、自由な立法主体としての私と他のす
べての人の関係がどのように規定されるべきかということと、自由な立法主体であるかぎ
りでの私と他のすべての人が、この関係をどのように規定すべきかという手続きについて
論じていることになる。よって、自他関係と、自律としての自由という、カントの法を特徴
づける二つの契機は、法を私法と公法という二つに分けて考える契機にもなっている。ここ
にも、カント法哲学の体系性を見いだすことができる。 
 
結論と今後の展望 
ここまで見てきたように、本論文は、カントの法哲学が彼の哲学体系の一区分として位置
づけられるにふさわしい一貫性を兼ね備えているかという先行研究上の問いを引き受け、
カント哲学の体系全体における法哲学の位置づけを明らかにし、また、そのように位置づけ
られた法哲学がそれ自体としてどのような構想を保持しているかを明らかにした。 
本論文の解釈がカント法哲学についての従来の研究の多くと異なっているのは、法と道
徳とを論じる際に、両者を二項関係でとらえるのではなく、〈道徳性〉と〈法〉、〈倫理〉と
いう三項関係でとらえる、という点である。このようにとらえることによって、法と道徳が
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連続的でありながら同時に区分されるという複雑な関係は、次のようなかたちでシンプル
に整理することができるようになった。すなわち、法と道徳との連続性（本論文の場合は
〈法〉と〈道徳性〉の連続性）を保証するのが、「自律としての自由」である。そして、法
と道徳の相違（本論文の場合は〈法〉と〈倫理〉の相違）は、「私と、私以外の存在」につ
いての二重の理解に由来しているのである。 
カントの法哲学におけるこの二つの契機――自律としての自由と、自他関係――は、法の
主体の性質と、法の対象を表しており、この観点抜きに、カントにおける法哲学の基本的構
想を理解することはできない。法の領域においては、自分だけではなく、自分とは区別され
る他の人格もまた、自由な立法者である。カントにとっては、理性的存在者、そして自由な
立法者としての〈他の人〉が立ち現れてくる場として、〈倫理〉に還元することのできない
固有の領域を構成するのが、〈法〉なのである。また、他の人に対する倫理的義務は、「他の
人のものを勝手に使用してはならない」「他の人を奴隷にしてはならない」「契約は守らなけ
ればならない」など、内容面で法義務と同一のものであっても、倫理的義務である以上はそ
の人々自身が立法者として私の行為を規定するという契機をもたないので、法義務の代わ
りにはなりえない。 
倫理の領域から厳格に切り離されたうえで、すべての人を自由で平等な権利主体とみな
す、カントの法哲学は、近代的な法思想の典型であるといえよう。カントの法哲学の独自性
は、このような個別的人格のうちに同時に法における公共性の根拠を見いだすことにある。
本論文の解釈によれば、「すべての人の統合された意志」は、法の領域における純粋実践理
性であり、各人の個別意志とは別のものとして成立するのではない。カントは、法から個別
的な意志規定にかんするあらゆる契機を取り去ることを通じて、法の領域における実践理
性を、特定の人格に帰属することのない「意志一般」、そして、すべての人の「意志」とし
て発見するに至る。そして、「すべての人の統合された意志」による立法に、すべての人の
自由の両立可能性をおいたのである。 
カント法哲学研究の今後の課題として、以下のことを指摘することができる。カントが
『人倫の形而上学』冒頭で述べているように、「公法論」で示された諸制度の構想は、いず
れもカントにとっての最終的な結論とみなしえない。主権国家を基盤とする近代的な政治
制度がどの程度の有効性を保っているのかという問題は、現代の政治理論のなかでも活発
に議論されている。それらの知見を摂取しながら、カントの公法概念に適合的な、新たな公
法体系や政治制度を探求することが、カント法・政治哲学の研究における今後の重要な課題
の一つとなる。その検討のなかでは、公法が三つのカテゴリーからなるといった基本的な思
想ですら再考を求められるだろうし、本論文で検討した制度論だけでなく、言論の自由や公
開性、投票についてのカントの見解を引き合いに出すことも重要である。 
